
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

総
務
省
及
び

都
道
府
県
選
管

国
会
議
員
関
係

政
治
団
体

年　内

政
治
資
金
適
正
化
委
員
会

登
録

政
治
資
金

監
査
人

12月

平成２０年
（２００８年）

平成２１年
（２００９年）

平成２２年
（２０１０年）

政治資金規正法改正に伴う事務及び今後の主なスケジュール

政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
・
事
務
局
設
置

政
治
資
金
規
正
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
成
立

全ての支出に係る領収書等の徴収・保存義務

国会議員
関係
政治団体
の届出

支出監査
マニュアル
検討・作成

登録政治資金監査人制度の周知
及び

登録政治資金監査人の登録

収支報告書の記載等
に係る

基本方針の策定・提案

登録政治資金監査人名簿への登録

政治資金監査業務

平成２１年分
収支報告書作成・提出
＜電子申請＞

会計帳簿作成ソフトによる会計帳簿の作成

平成２１年分収支報告書
定期公表作業
（形式審査事務等） 定

期
公
表

国会議員
関係
政治団体
の届出

審査・台帳整備
告示等事務

国会の議決
による

委員の指名

研修受講

その他新制度適用にあたっての準備

会計帳簿作成ソフト開発 ソフトの周知等 会計帳簿の記載等に係る相談　～　収支報告書の記載等に係る相談

必要に応じ、
収支報告書の記載等の
基準見直し・提案

１万円以下の領収書等の
公開基準検討・提案

改正法施行に伴う
必要な見直しを

随時提案

公
開
対
応

情
報
公
開
等
対
応

新制度の周知 新制度の周知

平成２１年分
領収書等の写しの提出
（１万円超の支出分）

（平成２０年４月現在）
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６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

※１　法改正に伴う主な変更点を赤字で記載しています。 ※２　「その他の政治団体」とは、政党・政治資金団体、資金管理団体、国会議員関係政治団体以外の政治団体を指しています。

２
号
団
体

そ
の
他
の

政
治
団
体

平成２０年
（２００８年）

資
金
管
理
団
体

１
号
団
体

国
会
議
員
関
係
政
治
団
体

平成２１年
（２００９年）

平成２２年
（２０１０年）

政治団体の会計・収支報告関係の今後の主なスケジュール

平成１９年
（２００７年）

法
の
一
部
改
正

唑
１
２
月
改
正

唒

法
の
一
部
改
正

唑
７
月
改
正

唒

・国会議員・
候補者から
２号団体
への通知
・国会議員
関係政治団
体の届出
（異動届又は
設立届）

１円以上の全ての支出に係る
領収書等の徴収・保存義務
（保存は要旨公表日から３年間）

領収書等を徴し難い事情があるときは
徴難明細書又は支出目的書を作成・保存

会計帳簿作成ソフトによる会計帳簿の作成

新
た
な
公
開
制
度
へ
の
対
応

・国会議員
関係
政治団体
の届出
（異動届又
は設立届）

政治資金監査

平成２０年分
領収書等の
写しの提出

※コピーに
限定

平成１９年分
領収書等の
写しの提出

人件費以外
５万円以上

政治活動費
５万円以上

平成２０年分
収支報告書
作成・提出

人件費以外
５万円以上

平成１９年分
収支報告書
作成・提出

※不動産の
利用の現況

政治活動費
５万円以上

平成２１年分
領収書等の
写しの提出

※コピーに限定

人件費以外
１万円超

平成２１年分
収支報告書
作成・提出

＜電子申請＞

人件費以外
１万円超

平成２１年分
領収書等の
写しの提出

※コピーに
限定

人件費以外
５万円以上

平成２１年分
収支報告書
作成・提出

人件費以外
５万円以上

●不動産取得制限
に関する規定

平成１９年８月６日
施行

●人件費以外
１件５万円以上の
明細記載・

領収書等の写しの
添付

平成２０年１月１日
施行

●国会議員関係政治団体の届出

平成２０年１０月１日
施行

●国会議員関係政治団体への通知
（２号団体）

平成２０年１０月１日
から適用

●国会議員関係政治団体に係る
領収書等の徴収・保存

平成２１年１月１日以後の支出
から適用

●国会議員関係政治団体に係る
収支報告書等の提出等

平成２１年以後分の収支報告書
から適用

平成２１年分
政治資金
監査報告書
提出

振込明細書の保存義務

領収書等の写しの提出はコピー（複写機により複写したもの）に限定

★　資金管理団体のう
ち、国会議員関係政治
団体に該当するものは
国会議員関係政治団体
に関する規定が適用さ
れます！！
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